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１．見直しの基本方針

(1)東日本大震災の教訓の反映

・東日本大震災による被災状況や海辺に低平地が広がる本町の地形的条件など

を踏まえ、これまで実施してきた地震防災対策の一層の強化を図る。

・津波防災対策については、ハード・ソフトの両面の策を講ずることにより、大津波

が起こっても生命が守られる、安全・安心なまちづくりを目指す。

(2)各種団体及び関係機関との意見交換会や庁内調整会議等の結果反映

・震災時にかかわりが大きかった各種団体や関係機関の方々との意見交換や、庁

内調整会議でのさまざまな視点からの意見や課題、要望を反映し、町全体が一

体感を持ってあらゆる災害に対応できる計画策定を目指す。
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１．見直しの基本方針

(3) 町や県の検証結果等の反映

・東日本大震災の主な特徴としては、「津波による被害が甚大」、「被災地域が

広大」、「中長期にわたる災害対応」が挙げられており、町の被災現況調査や

、県がまとめた「宮城県の６か月間の災害対応とその検証」の結果を踏まえ、

修正可能なものから見直す。

(4)国の防災基本計画の見直し内容の反映

・国の防災基本計画の見直しを踏まえ、その修正内容を検討し、修正可能なもの

から、「亘理町地域防災計画」の見直しに反映する。

・本計画策定時点でも、国、県等において、様々な観点から原因分析や対策等

にかかる検討が行われており、国、県等の検討結果等を受けて見直す必要が

あるものについては、再度見直しを図る。
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２．構成の見直し

現行 修正案

・現行の｢震災対策編｣をベースに、新たに｢地震対策編｣｢津波対策編｣に再編
・日本海溝特措法編も、新たな編に盛り込む。
・福島第一原子力発電所の事故の対応を踏まえ、原子力災害への対応を「地震対策編

」に盛り込む。

2.1 編の再編

日本海溝特措法編

第１編 震災対策編 第１編 地震対策編

第２編 津波対策編 (新規) 

第２編 風水害対策編 第３編 風水害対策編

第３編 資料編 第４編 資料編

第５章として 原子力災害対策を新設
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２．構成の見直し

・国で見直された防災基本計画に応じて必要事項を盛り込む。
・掲載順も防災基本計画及び宮城県地域防災計画とおおむね整合を図る。

<目次構成（第1章 総則）> 

2.2 節の追加･変更

　　　　　　　　　　　　素案 　　　　　　　　修正案

第１章　総　則 第１章　総　則 第１章　総　則
第１節　計画の目的と構成 第１節　計画の目的と構成 第１節　計画の目的と構成

第１計画の目的 第１ 計画の目的 第１ 計画の目的

第２計画の性格 第２ 計画の性格 第２ 計画の性格

第３計画の修正 第３ 計画の修正 第３ 計画の修正

第４計画の構成 第４ 計画の構成 第４ 計画の構成

第５計画の習熟 第５ 計画の習熟 第５ 計画の習熟

第２節　各機関の役割と業務大綱 第２節　各機関の役割と業務大綱 第２節　各機関の役割と業務大綱

第１目的 第１ 目的 第１ 目的

第２防災組織 第２ 防災組織 第２ 防災組織

第３各機関の役割 第３ 各機関の役割 第３ 各機関の役割

第４処理すべき事務又は業務の大綱 第４ 処理すべき事務又は業務の大綱 第４ 処理すべき事務又は業務の大綱

第３節　亘理町の概況 第３節　亘理町の概況

第１自然条件 第１ 自然条件

第２社会条件 第３節　津波被害の現状 第２ 社会条件

第３過去の災害 第１ 地理的特性と過去の津波被害 第３ 過去の災害

第４東日本大震災の地震の概況 第２ 東日本大震災の津波災害の概況

第４節　対象とする地震 第４節　対象とする津波

第１想定される地震の設定と対策の基本的考え方 第１ 想定される津波の設定と対策の基本的考え方

第２想定される地震の考え方 第２ 想定される津波の考え方

第３地震被害想定について 第３ 地震被害想定について

第５節　亘理町地域防災計画の方向 第５節　亘理町地域防災計画の方向 第４節　亘理町地域防災計画の方向

第１亘理町の防災上の課題 第１ 亘理町の防災上の課題 第１ 亘理町の防災上の課題

第２基本理念 第２ 基本理念 第２ 基本理念

第３基本目標 第３ 基本目標 第３ 基本目標

第４施策の基本方向 第４ 施策の基本方向 第４ 施策の基本方向

【津波対策編】 【風水害編】【地震対策編】
修正案
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３．主な修正事項

3.1 地域防災力の向上

○自助･共助･公助の役割の明確化
地域防災力向上のために、自助･共助･公助がそれぞれに担う役割を明確にする。

 

防災対策における

連携･協力

自  助 

町民、家庭、企業が 

自らを災害から守る。 

共  助 

自主防災組織等の地域社会

が協力して災害から守る。

公  助 

町や国、県、防災関係機関が

町民等を災害から守る。 
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３．主な修正事項

3.1 地域防災力の向上

○協働による地域を守る社会の構築
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３．主な修正事項

3.2減災にむけた対策の推進

○ハード対策によって地震・津波による被害をできるだけ軽減する。
○それを超える地震・津波に対し、ソフト対策により、人命が失われないことを

最重視し、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合
わせる。
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３．主な修正事項

3.3庁内体制の強化

○津波警報・注意報等の情報伝達体制や地震・津波観測体制，防災体制等の
充実・強化

○具体的かつ実践的なハザードマップの整備、防災教育、防災訓練の充実、避
難場所・津波避難タワー等や避難路・避難階段の整備などのまちづくりと一
体となった地域防災力の向上。
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３．主な修正事項

3.4災害時の応急復旧体制の整備

○津波避難等の災害応急対策、災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための
体制整備
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３．主な修正事項

3.5広域災害への対応の確立

○広域的な大規模災害発生に備え、近隣市町のみならず、県外の自治体や民
間団体、企業と応援協定締結を図る。

○広域的な大規模災害発生に備え、町外被災地への支援や町外被災者の受
け入れを行なう体制の整備を図る。
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３．主な修正事項

3.6災害時要援護者への対応

○庁内体制の強化に基づき、平常時から災害時要援護者に関する情報の把握
及び関係者との共有を諮る。

○災害時要援護者の避難対策の充実･強化を図るとともに、情報伝達、物資、
避難場所や応急仮設住宅等に配慮する。
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３．主な修正事項

3.7迅速かつ適切な災害廃棄物処理

○大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制を確立する。

3.8複合災害の考慮

○一つの災害が他の災害を誘発し、それぞれが原因となり、あるいは結果となっ
て全体としての災害を大きくすることを意識し、より厳しい事態を想定した対策。
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３．主な修正事項

3.9円滑な復旧･復興

○被災者の生活再建を支援し、再度災害の防止に配慮した施設の復旧を図り
、より安全性に配慮した地域振興のための基礎的な条件づくり
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３．主な修正事項

3.10原子力発電所事故への対応

○原子力発電所事故による、町民への健康被害や各産業への風評被害等の
防止のため、原子力災害に対し適切に対応

第１編 地震対策編に 第５章原子力災害対策 を加える。

現  行  修正案 
   

第１編 震災対策編  第１編 地震対策編 

  第１章 総則    第１章 総則 

  第２章 災害予防対策    第２章 災害予防対策 

  第３章 災害応急対策    第３章 災害応急対策 

  第４章 災害復旧･復興対策    第４章 災害復旧･復興対策 

  第５章 津波対策    第５章 原子力災害対策(新規) 

 


